
(＊) 主な対象は

京都府産農林水産物を

原材料として使用又は

商品として取り扱う企業

今回の論点について 資料７

農林漁業

食用のもの

【補足】今回の検討会における「食品産業(＊)」とは

論点

農林水産業と農山漁村の振興
に関する施策

論点

食品産業に関する施策

１ ２

1

食品製造業

パン、総菜、
漬物、菓子等

外食産業

料亭など

関連流通業

卸売、小売など

現行の京都府農林水産ビジョン策定後に生じた社会情勢の変化に対し、

今後京都府として新たに取り組むべき施策の方向性は。
（追加や見直しが必要な点）



農林漁業・食品産業を
将来にわたって持続的に発展させるため、

・環境負荷軽減と収益性の向上を両立した
農林水産業・食品産業の育成

・昨今の国際情勢の変化を踏まえて、
輸入に過度に依存しない生産体制づくり

・気候変動の影響や自然災害のリスクへの対応

をどのように進めていくべきか

コロナ禍で加速した消費志向の変化や、
国内市場の縮小・海外市場の拡大を踏まえ、

・京都府産農林水産物・加工品(京もの)の
新たなブランド価値の創造

・食に関する先端技術の生産・加工・流通への
活用による生産者の所得向上

をどのように進めていくべきか

✔ 視点③

✔ 視点②

人口減少や高齢化の進展を踏まえ、

・持続可能な農山漁村コミュニティづくり

・持続可能な地域農業の仕組みづくり

をどのように進めていくべきか

✔ 視点①

論点

食品産業に
関する施策

論点

農林水産業と
農山漁村の
振興に
関する施策
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Ａ １ 新型コロナウイルス感染症による影響
（田園志向の高まり、ＤＸの加速化、Ｅコマースの普及、ウッドショック等）

Ａ ２ 燃油、穀物、肥料原料等の物価高騰
（世界的な穀物需要の増加や円安、ロシアのウクライナ侵略などによる）

Ｂ １ 人口減少と高齢化の進展
（働き手不足の深刻化、国内市場の縮小、コミュニティ維持への危機感等）

Ｂ ２ 持続可能性への社会的要請の高まり
（みどりの食料システム戦略、食料安全保障、気候変動の影響の顕在化等）

Ｃ １ 消費志向の変化の加速化
（中食需要の拡大、健康志向の高まり等）

Ｃ ２ 食に関する先端技術の普及
（機能性表示食品やプラントベースドフードの普及、冷凍食品市場の拡大等）

現行ビジョン策定後に生じた
主な情勢変化

資料７の補足
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現行ビジョン策定後に生じた主な情勢変化

田園回帰志向の高まり

地方移住相談窓口への「相談件数」は、増加傾向。「移住者数」はコロナ禍による落ち込みが
あるものの回復傾向。テレワーク普及等の後押しもあり、地方移住への関心の高まりが見られる。

Ａ １ １

出典：京都府調べ

移住相談者数の推移

注：移住相談者数は、「京都移住コンシェルジュ」による相談件数に、府内市町村窓口で把握した相談件数を加えたもの
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現行ビジョン策定後に生じた主な情勢変化

Ｅコマースの急速な普及

出典：経済産業省（令和３年度デジタル取引環境整備事業（電子商取引に関する市場調査））

コロナ禍で、物販系ＥＣの伸びが顕著に（サービス分野の規模減少は、旅行の縮小によるもの）

Ａ １ ２

2019年 2020年 2021年

物販系ＢtoC-EC（前年対比） 100,515億円（108%） 122,333億円（122%） 132,865億円（109%）

うち食品、飲料、酒類（前年対比） 18,233億円（108%） 22,086億円（121%） 25,199億（114%）
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現行ビジョン策定後に生じた主な情勢変化

ウッドショック（木材価格の高騰）

コロナ禍の経済停滞により、木材需要が減退し、市場での木材の滞留や木材価格の大幅な下落が
数ヶ月続いた後、外国産木材の輸入量の減少に起因する国内で木材価格が高騰

Ａ １ ３

出典：農林水産省「木材価格統計調査」

原木価格の推移製材品・集成材・合板価格の推移

注：スギ正角及びヒノキ正角は、10.5㎝角、⾧さ3.0m。
ホワイトウッド集成管柱（１等）は、10.5㎝角、⾧さ2.98～3.0m。１本を0.033075m3に換算して算出。
針葉樹合板は、厚さ1.2cm、幅91cm、⾧さ1.82ｍ。１枚を0.0198744m3に換算して算出。
スギ及びヒノキ原木は、径14～22cm、⾧さ3.65～4.0mの中丸太。
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現行ビジョン策定後に生じた主な情勢変化

肥料、燃油、配合飼料等の価格高騰

出典：農林水産省「農産物価統計調査」（肥料、重油）、「配合飼料価格安定制度」の発動状況から京都府試算（飼料）

中国における需要増加や為替（円安）、ウクライナ侵攻等の影響で生産資材の国際価格が高騰。

Ａ ２ １
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現行ビジョン策定後に生じた主な情勢変化

農林漁業従事者数等の減少

出典：農林業センサス、京都府林業振興課調べ、漁業センサス

農業従事者数が過去30年間で1/3に減少し、農山漁村のコミュニティ維持への影響が懸念される。
林業労働者は、60歳以上で特に減少が著しい。漁業就業者数は、過去30年間で1/2以下に減少。

Ｂ １

・農業従事者 15歳以上の世帯員（個人経営体）のうち、１年間に１日以上自営農業に従事した者
・林業労働者 府内に住所を有し、１年間に30日以上林業労働に従事し、賃金の支払いを受けたもの
・漁業就業者 満15歳以上で過去１年間に漁業の海上作業に30日以上従事した人

0

500

1,000

1,500

2,000

Ｈ3 H７ H12 H17 H22 H27 R２

（人）

0

500

1,000

1,500

2,000

S63 H5 H10 H15 H20 H25 H30

（人）

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

H2 H7 H12 H17 H22 H27 R２

（人）

漁業就業者数の推移林業労働者数の推移農業従事者数の推移

99,065

30,936

1,671

437

2,130

928

60歳以上
40～59歳
39歳以下

60歳以上
40～59歳
39歳以下

60歳以上
40～59歳
39歳以下

8

京都府



現行ビジョン策定後に生じた主な情勢変化Ｂ ２ １

9出典：農林水産省資料
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現行ビジョン策定後に生じた主な情勢変化Ｂ ２ ２

10出典：農林水産省資料
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現行ビジョン策定後に生じた主な情勢変化

中食市場の拡大

食品群別消費量（二人以上世帯、季節調整値、2018年１月＝100） 出典：広報誌「ファイナンス」2021年9月号（財務省）

近年、中食（調理食品）の市場は堅調に伸⾧。コロナ禍で外食が苦戦する中、食料支出全体の落
ち込みはわずかに止まり、中食（調理食品）においては2018年1月比で110%以上となっている。

Ｃ １ １
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現行ビジョン策定後に生じた主な情勢変化

「調理済食品をよく使う方だ」と答えた人の割合（年代別）

出典：博報堂生活総合研究所「生活定点」調査

「あなたの食生活にあてはまるものを教えてください」という質問に「調理済食品（レトルト、冷
凍食品、惣菜など）をよく使う」と答えた人の割合は年々増加。特に50代・60代での伸びが顕著。
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現行ビジョン策定後に生じた主な情勢変化

フードテックの市場規模推計（足元2020年近傍⇒2050年）

出典：農林水産省「令和 2 年度フードテックの振興に係る調査委託事業」報告書（株式会社三菱総合研究所）

「機能性・完全栄養食品」や「特殊冷凍技術（※）」等のフードテック技術の市場規模は、大幅な
成⾧が見込まれる。 ※ＩＱＦ冷凍（Individual Quick Frozen：個別急速冷凍）

Ｃ ２

2050 年の市場規模を「消費者アンケート調査」及び「各種統計データ」に基づいて推計ロジックを組み立てて算出

機能性・完全栄養食品の市場動向 特殊冷凍技術の市場動向
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